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生産財マーケティングにおける製品・
サービスの拡張
― リレーションシップ戦略の成果変数としての検討 ―
大平　進
要　旨
近年の市場成熟化に伴う寡占化や、グローバル化に伴うサプライヤーの少数精鋭化によっ
て、既存顧客とのリレーションシップ維持・拡大の重要性が増している。Ford et al.（1997）
は、売り手企業がリレーションシップを重視する場合の戦略アプローチにおいて、収益増加
の方法として「既存の」リレーションシップにおける製品・サービス要素の拡張の重要性を
強調している。この戦略アプローチを顧客の再購買行動の視点から理解するため、Ford et 
al.（1997）が提唱する売り手の戦略オプション・マトリックスを用いて、産業財顧客の再購
買行動を「反復再購買」と「拡張的再購買」に再定義した。「既存の」リレーションシップ
における製品・サービス要素の拡張する「拡張的再購買」の重要性に反して、産業財リレー
ションシップ・マーケティング研究のほとんどは成果としての拡張的再購買を明確に区別し
ていないのが現状である。拡張的再購買を扱った Bolton et al.（2008）による先駆的な研究
を例示し、リレーションシップ戦略の成果変数として拡張的再購買を用いることの可能性と
課題点について議論する。
1.　組織購買における再購買の特徴と拡張的再購買の意義
本章では、組織購買における再購買の特徴を整理し、売り手企業が取りうる戦略オプショ
ンから拡張的再購買を再定義する。そして、売り手企業を取り巻く今日的な環境変化を加味
し、戦略的視点から拡張的再購買に注目する意義と問題点について述べる。
1-1　組織購買における再購買の特徴
反復購買行動とは、ひとつの、あるいは限られた数のブランドあるいはサプライヤーに対
して、他ブランドあるいは他社と比べて不均衡に高い割合で購買量を割り当てる買い手の行
動をいう（L. P. Jarvis and Wilcox 1977）。Jarvis and Wilcox（1977）は、長期的リレーション
シップを重視する組織購買では、顧客が「反復して購買する」という行動的側面からだけで
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は心理的なつながり（ロイヤルティやコミットメント）の有無を判定することが出来ないと
いう問題を指摘している。それどころか、反復購買行動の多くは心理的コミットメントの不
在から生じており、サプライヤーが反復購買行動を真の顧客ロイヤルティのあらわれとして
誤って解釈することがある点を問題視している。そして、このような誤りを避け、単なる再
購買と真のロイヤルティによって生じる再購買を区別するためにも、顧客の行動の背景にあ
る要因を理解する必要があると論じている。そこで Jarvis and Wilcox（1977）は、顧客とサ
プライヤーとの間に良好な心理的つながりが「無い」状況でも反復購買行動が起こりうる要
因として、以下のように整理している。
1）購買担当者が、代替サプライヤーの探索と評価、検討にかかる時間と労力を嫌い、現
行サプライヤーが受け入れ可能な最低限の基準を満たしていれば、惰性から反復購買を選択
する。2）サプライヤーを変更することで発生し得るリスクを恐れて、購買担当者が現行製
品を購入し続ける。3）代替サプライヤーの選択肢が少ない、もしくは全く無いため、仕方
なく反復購買を行う。この場合、購買担当者が代替サプライヤーの存在を知らない、あるい
は選択肢があってもサプライヤーが基準を満たさない場合や、物理的距離に問題がある、と
いった状況も含まれる。4）Moulson によって認識された意図的ロイヤルティを伴わない自
動的再購買をおこなう。5）サプライヤーの提示したインセンティブによって一定期間購入
を続ける場合や、契約上の縛りによって再購入を選択せざるを得ない状況にある場合、など
の要因により、心理的なつながりがなくとも顧客は反復して購買をおこなう。
こうした産業財特有の反復購買行動を、細かく分けて分析する考え方がある。三浦（1981）
は、Faris による分類を用いて産業財の購買形態を新購入、反復再購入、修正再購入の 3 つ
に分け、それぞれの意思決定過程あるいは問題過程について消費財購買行動との比較をおこ
なっている。消費者の購買行動に対して産業購買が総体として合理的であり、非感情的であ
るという古典的概念は修正されなければならないとしつつも、組織購買のなかに人間の組織
的な行動としての不合理性や感情コンフリクトが存在する点を指摘している。それは、組織
は多数の関係者の多元的目標や目的を内包しており、コンフリクトが必然的に存在している
ためである。三浦（1981）はまた、産業購買決定が現実にどのように起っているかを理解す
る上で重要な、社会的、心理的次元の分析が欠落していた点についても触れている。この点
において、Jarvis and Wilcox（1977）と共通の問題意識を有している。
1990 年代以降、産業財市場におけるリレーションシップ・マーケティングの実証研究が多
くおこなわれ、三浦（1981）が指摘した社会的、心理的次元での分析が進み、メカニズムの
解明が進展した。反復再購買に関連する研究として、リレーションシップの継続・拡大意図
やロイヤルティ、再購買意図、などを扱った研究が挙げられる。詳細については、次章にて
述べることとするが、「単なる反復購買」と「真のロイヤルティに起因する反復購買」の違
いや、修正再購入と反復再購入の違いを明確に区別してデザインされた研究は、少なくとも
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主要ジャーナルでは Bolton et al.（2008）と Visentin and Scarpi（2012）による研究を除いて
認められなかった。
ここで、売り手と買い手のリレーションシップに関する視点を加味した上で産業財顧客の
再購買行動について詳しく分析したい。まず、Ford et al.（1997）による戦略オプション・
マトリックスを用いて産業財顧客の再購買行動を考え、本稿にて強調する拡張的再購買につ
いて定義する。Ford et al.（1997）は、リレーションシップが重要視されるビジネス・マー
ケットでは、企業が直面する市場は、抽象的なひとまとまりではなく、個々それぞれが重要
な買い手企業群として表現されなければならない。そして、それら個々の企業に対して提供
する多様なベネフィットに基づいて差別化をおこなわなければならないと主張している。そ
の上で、売り手企業から見たリレーションシップ・スコープ（既存―新規）と、買い手企業
のリレーションシップ（既存―新規）のマトリックスを用いて収益創出のための戦略オプ
ションを示した（図表 1）。戦略オプションは以下のとおりである。
第一のオプション（セル 1）は、既存の買い手企業対する現行の製品・サービスを増やす
こと。
第二のオプション（セル 2）は、既存の買い手企業に対するリレーションシップ・スコー
プないし、製品・サービスを拡張すること。
第三のオプション（セル 3）は、既存の製品・サービスの提供によって新しい買い手企業
を獲得すること。
第四のオプション（セル 4）は、拡張された製品・サービスとリレーションシップ要件に
よって新規の買い手企業を獲得すること。
それぞれのオプションにおける特徴は表内の記述を参照されたい。
図表１：利益創出のための戦略オプション
買い手企業リレーションシップ
リレーションシップ・
スコープ
既存 新規
既存
セル 1
・買い手企業のオペレーションの成
長による収益の増加
・買い手企業の取引額に占める売り
手企業のシェア増加
セル 3
・既存の製品・サービスで満足され
るニーズを持ち、リレーションシ
ップについて類似した特性をもつ
新規の企業を探索
新規
セル 2
・提供する製品・サービスは、他の
企業が既に供給しているイノベー
ションかもしれないし、真に新し
いものかもしれない
・売り手企業の提供する製品・サー
ビスの重要性が増す
セル 4
・製品・サービス面とリレーション
シップ面のいずれかあるいは双方
に対してこれまでとは違ったアプ
ローチを取る
出展：Ford et al.（1997）87 ページをもとに筆者加筆
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戦略オプションの考えに基づけば、ビジネス顧客の購買行動を、反復再購買（セル 1）、
「拡張的」再購買 (1)（セル 2）、新規購買（セル 3）、「拡張的」新規購買（セル 4）と再定義す
ることができる。Ford et al.（1997）によると、リレーションシップの重要性を考慮しない
ような伝統的アプローチでは、新規顧客獲得による収益増加が強調される。これに対し、リ
レーションシップを重視するアプローチでは、収益増加の方法として「既存の」リレーショ
ンシップにおける製品・サービス要素の拡張（セル 2 のオプション）の重要性が強調される
としている。本稿では、製品・サービスの拡張をともなう後者のアプローチ、すなわち拡張
的再購買に注目し議論を展開していく。
1-2　産業財リレーションシップ・マーケティングにおける拡張的再購買の意義
本節では、拡張的再購買を検討する意義について論じる。
まず、拡張的再購買に注目する理由のひとつに、リレーションシップ・マーケティング
戦略の成果測定として売上や収益などの財務的成績のみに頼ることができないという、産業
財特有の事情があげられる。例えば、部品サプライヤーの売上成績は、セットメーカーのパ
フォーマンスに大きく左右される。そのため、その売上の増減は必ずしもリレーションシッ
プ・マーケティング戦略の良し悪しと相関しない。また、後述するが、戦略投資からリター
ンを生み出すまでのタイムラグの問題も影響している（Ford et al. 1997）。このため、売上や
収益に頼らない拡張的再購買の有無に注目するのは、リレーションシップの拡大意図を示す
指標として有望であるといえる。また、拡張的再購買は売り手と買い手のインタラクション
の結果からもたらされることも多く、リレーションシップ・マネジメントの観点からも注目
に値する。
続いて、売り手企業の市場適応の観点から拡張的再購買の意義を考えたい。
市場をライフサイクルとして捉える伝統的モデルでは、市場が安定期に入ると大規模小数
企業間による競争、いわゆる寡占競争の状態となる（嶋口・石井 1987）。産業財市場でも少
数のサプライヤーで形成される市場の存在が多く見受けられる。例えば、自動車部品のター
ボチャージャー市場は、ハネウェル、ボルグワーナー、IHI、三菱重工の 4 社でシェア 95％
を占める (2)。その他、医療、航空、インフラ、装置、資源産業などでもこのような市場状況
は見られる。嶋口・石井（1987）によると、このような状況下では、需要の成長が飽和し、
製品技術や肯定技術に革命的な変更が起きる可能性は小さくなる。また、高嶋・南（2006）
(1) 再定義することで、購買状況のみを考慮した修正再購買と明確に区別することができ、リレーション
シップ・スコープを踏まえた分類方法による再購買のあり方を強調することができる。また、「拡張」
という言葉は、製品・サービスのアップグレードのみならず戦略的にダウングレードするシナリオ（下
方向への拡張）も含むことができるため都合が良い。
(2) 日経ビジネス「ターボチャージャー : エコの悪役切り札に返信」，2013 年 2 月 18 日号より
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によると、市場の成長期や成熟期において生産財企業が考えることは、その顧客に向けた次
の新製品開発を積極的に推進することである。そして、新製品を継続的に提案し続けること
で、売り手は顧客との接触頻度が高まり、共同作業の機会が増加する。そうして、顧客の需
要情報を入手しやすいポジションを確保でき、結果として競争優位性が維持できるのである。
例えば、トラック、バスなどの商用車両向けに安全・制御システムを供給するワブコ（ベル
ギー）は、ブレーキ部品から拡張した様々な製品を業界でいち早く開発し、提供すること
で、リーディング・サプライヤーとしての地位を長期間に渡って確保し続けている。同社の
ウェブページを見ると、コンベンショナルなブレーキ製品から 1981 年にはアンチロック・
ブレーキ・システム（ABS）へ、1996 年には電子制御ブレーキング・システム（EBS）へ、
2001 年には車両安定電子制御（ESC）システム へ、2010 年には自律緊急ブレーキ・システ
ム（AEBS）へと製品の拡張を進めてきた経緯が確認できる。
製品・サービスの拡張は、寡占市場におけるリーダー型の企業のみならず、コモディティ
化した市場へ参入をねらう後発企業へも攻略のヒントを与える。恩藏（2007）は、コモディ
ティ市場への参入パターンのひとつとして、競争回避型の参入を挙げている。ニッチ市場で
立場を固めた後に競争の激しいメインの市場に本格参入する戦略で、新規参入者の立場が弱
い段階において、在来企業からの抵抗を最小限にとどめる効果がある。
今日的な市場環境の変化と売り手の適応のあり方についても述べておきたい。近年、多
くのビジネス顧客はサプライヤー・ベースを強化するプログラムを実施しており、取引する
サプライヤーの数を減らしてキー・サプライヤーを厳選することを行っている（Ulaga and 
Eggert 2006a）。例えば、ホンダは 2012 年 11 月にメガサプライヤー・ミーティングを開き、
ケイレツの枠を超えた部品調達を行うことを宣言した。納入価格の引き下げを条件にグロー
バルで対応できる巨大サプライヤーに門戸を開放している。このような動きの背景には、急
速な新興国市場の急成長に伴い、規模の経済を重要視する傾向にあること、部品のモジュー
ル化が進んだことで、ティア・ワン・サプライヤーと呼ばれるセットメーカーに直接部品を
供給する企業への依存度が増していることがある (3)。とりわけ、グローバル化が進む自動車
産業において、少数精鋭の企業で構成されるサプライヤー・ベースが形成される市場が生ま
れつつあるといえる。
これまで、拡張的再購買が重視される背景とその戦略面での意義について論じてきた。当
然、拡張的再購買にも負の側面や限界も存在する。Ford et al.（1997）は、製品・サービス
の拡張を戦略の選択肢として採用する際の問題として、（1）戦略投資からリターンを生み出
すまでのタイムラグがある、（2）投入可能な資源に限界がある、（3）企業の異質性と共通性
のバランスを保つことが難しい、（4）収益では測れない実績などの潜在的価値を把握するこ
(3) 日本経済新聞「ホンダの脱ケイレツ宣言」，2013 年 4 月 2 日付より
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とは難しい、といった点を挙げている。その上で戦略オプションを選ぶ際、いずれかを排他
的に選択するのではなくバランスの取れたアプローチが必要と主張している。
また、顧客適応の視点から製品・サービスの拡張を見た場合、企業の対応のあり方によっ
ては組織マネジメントにも影響を及ぼすことが理解できる。例えば、営業部門が顧客の細か
なニーズに対応しようとするあまり、普段は顧客と直接接することの少ない設計・生産部門
から反発を招くことがある。この問題について、高嶋（1998）は、営業担当者の過剰な顧客
志向と、設計・生産担当者の顧客ニーズへの配慮の低さから発生する過少適応に要因がある
とし、次の解決策を提案している。まず、設計・開発部門に顧客のニーズを頻繁にもたらす
よう、社内のコミュニケーションのあり方を改善させること、一方の営業部門は自部門の業
績目標に設計や生産のコストを導入することで、コンフリクトの発生要因を減らすことが可
能となる。
以上、拡張的再購買が売り手の戦略オプションとしての重要性のみならず、マネジメント
すべき重要な管理項目であることを説明した。つまり、リレーションシップ・マーケティン
グの文脈で拡張的再購買を明確に区別し、メカニズムを理解することが実務的にも学術的に
も意義深いものといえる。次章では、産業財リレーションシップ・マーケティングにおける
先行研究の用いた成果変数について整理し、この分野の研究の潮流を示す。
2.　産業財リレーションシップ・マーケティングにおける成果変数
本章では、リレーションシップ戦略の成果変数として拡張的再購買を明確に区別した研究
の有無を確認するため、リレーションシップ拡大や継続の意図、再購買（あるいは再購買意
図）などを成果変数として扱う研究を抽出した。続いて、測定尺度の詳細や分析シナリオな
どを確認することで、それぞれの研究に Ford et al.（1997）の戦略オプションをあてはめた。
最後に、拡張的再購買を明確に区別した研究の有無の判定をおこなった。
2-1　先行研究が用いた成果変数の整理
産業財リレーションシップ・マーケティングの研究の多くは、顧客に対して調査票が配ら
れサプライヤーとの関係性の評価をおこなう。まれに売り手と買い手の双方（ダイアド）で
調査票が配布されたり（Hewett et al. 2002）、サプライヤーの知覚する価値に焦点を当てら
れることもある（Walter et al. 2001）。この分野の研究は大きく二つの潮流が見て取れる。リ
レーションシップの価値に影響を及ぼす要因を調査する研究と、リレーションシップの品質
に関する研究である。前者は取引コスト理論に基づいて、コストとベネフィット、品質と価
格、価格と価値などで示されるトレードオフの視点からリレーションシップ価値を捉える研
究や、その 2 項目のいずれか一方に絞って議論を展開する研究がなされている（Ulaga 2003; 
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Ulaga and Eggert 2005; Eggert et al. 2006）。一方、後者はリレーションシップ・マーケティ
ングによる成果の良し悪し、すなわち、リレーションシップ品質（Relationship Quality）に
関わる研究である（大平 2012）。具体的な要素としては、信頼、コミットメント、満足、ロ
イヤルティなどを扱い、これら要素に影響を及ぼす要因やリレーションシップ品質要素ど
うしの係わり合いなどが研究されている（B. Smith 1998; de Ruyter et al. 2001; Homburg and 
Rudolph 2001; Miyamoto and Rexha 2004; Woo and Ennew 2004; Agnihotri et al. 2009; B. Čater 
and T. Čater 2009; Humphreys et al. 20 09）。
本節で焦点とするのは、リレーションシップ戦略の成果としての拡張的再購買である。ま
ずは、広くリレーションシップの拡大を意味する成果変数を用いた研究についてグルーピン
グして列挙する。さらに、拡張再購買を区別している可能性がある研究に絞り込んで次節に
てその判定をおこなう。分析を進める前に、（1）リレーションシップの拡大を意味する成果
変数は、上述した潮流の違いによって影響を受けるものではない点、（2）付随的に確認する
意味で添えられていることが多い点について指摘しておきたい。このため、グルーピングは
リレーションシップ価値研究とリレーションシップ品質研究が混在しているが、議論を進め
ていく上で問題ないと考える。
まずは、財務的成績を扱った研究についていくつかあげられる。売上シェア（Leuthesser 
1997; Palmatier et al. 2009）や収益／財務上の結果（Huntley 2006; Palmatier et al. 2007; 
Noordhoff et al. 2011）、将来の財務成績（Baxter and Matear 2004）を扱った研究である。こ
ういった研究は、サプライヤーへの売上データや請求書のデータなどを用いて実測値を用い
ることもある。
続いて、リレーションシップそのものの継続（Friman et al. 2002; Venetis and Ghauri 2004）
や拡大（Selnes 1998; Ulaga and Eggert 2006b）を扱った研究群である。表現は異なるが将来
のインタラクション（相互作用）への期待（Doney and Cannon 1997）に関する研究も方向
性は似ている。
次に、再購買の意図を直接的に扱う研究（Hewett et al. 2002; Rauyruen and Miller 2007; 
Spreng et a l. 2009; Cannon and Homburg 2001）もいくつか挙げられる。
最後に、再購買を前提条件とし顧客のアップグレード現象を扱う研究がある（Bolton et al. 
2008; Visentin and Scarpi 2012）。
上述の研究以外にも、効果的コミュニケーション（Sanzo et al. 2003）やサプライヤーの価
値創造の潜在性（Möller and Törrönen 2003）を成果としている研究もある。
列挙した研究の中から、拡張的再購買を明確に区別した研究の候補として、リレーション
シップ拡大、再購買意図、ロイヤルティ意図、アップグレード購買を扱う研究を取り上げ、
詳しく見ていくこととする。
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2-2　反復再購買・拡張的再購買を扱った研究と評価測定尺度
図表 2 は、再購買行動を表す成果変数を扱った研究をリスト化したものである。質問項目
が入手できるものについては、その原文の訳が記述されている。ここで、拡張的購買と反復
再購買の明確な区別がなされているかどうかを検証するため、測定尺度の詳細やサンプル・
データの属性、および研究の目的とスコープをもとに、戦略オプション・マトリックスのど
の象限（セル番号）にあてはまるかを右端の列に記入した。ここで、セル 2 が単独で扱われ
ている、あるいは、セル 2 以外のセル番号が同時に扱われていても、混在せずに独立して存
在していれば拡張的再購買を扱った研究という判定を下すことができる。例えば、売り手と
買い手のインタラクションが産業財顧客の知覚する信頼とコミットメントに影響を及ぼし、
結果としてリレーョンシップの成果につながることを調べた研究があったとする。ここで顧
客が製品・サービスを拡張したという前提条件でパフォーマンスの影響が調査されていた場
合、拡張的再購買のみを扱った研究として「セル 2」のみを記入する。もし、拡張的再購買
と反復再購買でパフォーマンスに及ぼす影響が異なることを調査した研究であれば、「セル 1
およびセル 2 の比較」と記入する。単純に両者を区別せず再購買を扱ったものであれば「セ
ル 1 およびセル 2 の混在」と記入する。再購買も新規購買も区別しない研究であれば「セル
1，2，3，4 の混在」と記入する、と言った具合である。繰り返しとなるが、混在されていな
ければ拡張的再購買を扱った研究として認識することができる。
結果は図表 2 に示したとおりである。Bolton et al.（2008）と Visentin and Scarpi（2012）
による研究を除いて、拡張的再購買を明確に区別した研究が見受けられなかった。3-1 節で
示した先行研究で、図表 2 のリストに記載されている以外の研究についても念のため再確認
をおこなったが、結果は同じであった。既存のリレーションシップに対する製品・サービス
の拡張が重要であり、かつ実務的にも注目すべき現象であるにもかかわらず、リレーショ
ンシップの成果として拡張的再購買を正面から扱う研究がほとんど確認されなかったこと
は驚きである。次章では、拡張的再購買（サービスのアップグレード）を扱った Bolton et 
al.（2008）の研究を紹介し、産業財リレーションシップ・マーケティングへの応用について
可能性と問題点を論じることとする。
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図表 2：再購買意図・拡張的再購買を扱った研究と評価測定尺度
論文
評価尺度
名称
対象
（製品／
サービス）
詳細
戦略
オプション
区分
Leuthesser
（1997）
シェア 製品（95%） 
サービス
（5%）
・シェア :対象とするサプライヤーから購入した対象製品が、
去年の売上高（ドル）に占める割合は全体の何パーセント
ですか。
セル 1,
セル 2 
（混在）
Doney and  
Cannon  
（1997）
将来のイン
タラクション
（相互作用）
の期待
製品＆
サービス
・期待される将来のインタラクション :
1）どれくらい確からしく、該当のサプライヤーから今後 3年
間に購入しますか。
2）どれくらい確からしく、該当のサプライヤーから来年購入
しますか。
［ほとんど期待できない ― 間違いなく期待できる］
セル 1,
セル 2 
（混在）
de Ruyter 
et al. 
（2001）
ロイヤルティ 
意図
製品＆
サービス
・関係性を維持する意図 :当社は、サプライヤーとの関係を
長く続けるつもりである。
セル 1,
セル 2 
（混在）
Hewett et 
al.（2001）
再購買意図 製品＆
サービス
・次の質問項目について、当該サプライヤーとの将来的イン
タラクションを最も的確に表現する数字に丸印をつけてく
ださい。
1）必要性に迫られたという条件で、どれくらい確からしく、
該当のサプライヤーから今後 3年間に購入しますか。
2）必要性に迫られたらという条件で、どれくらい確からしく、
該当のサプライヤーから来年購入しますか。
セル 1,
セル 2 
（混在）
Spreng et 
al.（2008）
（再購買）
意図
サービス どれくらい確からしく、当該の集配送センターを将来的に利
用しますか。
［まったく当てはまらない＝ 1 － まったく当てはまる＝ 5］
セル 1,
セル 2 
（混在）
Cannon 
and 
Homburg
（2001）
再購買意図 製品 サプライヤーから期待される購入の拡大：
1）当該サプライヤーから将来的に購入するつもりはない（R）
2）将来、当該のサプライヤーは当社のビジネスの高いシェア
を獲得する
3）当該サプライヤーとのビジネスを拡大するつもりである
4）これから数年に渡って、当該サプライヤーは現在よりも多
く利用される
［非常にそう思う - 決してそう思わない］
セル 1,
セル 2 
（混在）
Ulaga and 
Eggert
（2006b）
リレーション
シップ拡大
製品 1）当社は、当該メインサプライヤーとビジネスを拡大するつ
もりである
2）当該メインサプライヤーの、当社とのビジネス・シェアは
将来的に拡大されるであろう
3）当該メインサプライヤーは、これから数年に渡って、今よ
りも多く利用されるであろう
4）当社は、当該メインサプライヤーからの購入量を将来的
に増やすつもりはない
セル 1，
セル 2 
（混在）
Selnes
（1998）
リレーション
シップ拡大
セル 1,
セル 2 
（混在）
Bolton et 
al.（2008）
アップグレー
ド
サービス 購買履歴データよりアップグレ ドー購買の有無を判定
グレ ドーの下から中へ、中から上への契約内容変更をアップ
グレ ドーと定義した
セル 2
Visentin 
and Scarpi
（2012）
アップグレー
ド意図
サービス セル 2
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3.　Bolton et al.（2008）による拡張的再購買を扱った先駆的研究
Bolton et al.（2008）は、ビジネス顧客を相手にシステム・サポート・サービスを行うある
サプライヤー（1 社）を対象として、顧客がサポート・サービスをアップグレードする意思
決定を下した際の要因について調査を行っている。調査は以下のように行われた。まず、当
該のサプライヤーがドイツとイギリスのビジネス顧客（3 年以上取引経験を持つ 120 社）と
結んだ契約を抽出した。1 社あたり平均 19.7 の契約を結んでおり、そのうち 88％にあたる
2,076 の契約が再購買されており、これらの契約を調査対象とした。サポート・サービスは、
上、中、下の 3 タイプのグレードがあり、下から中、中から上への契約内容の変更をアップ
グレード購買として定義した。その結果、2,076 の契約のうち 165 の契約がアップグレード
購買としてカウントされた。次に、入手可能な情報である（1）顧客アカウントデータ、契
約数・内容を含んだマスターファイル、（2）契約価格やディスカウント内容を含む請求書
（年間）、（3）社内月間サービスオペレーションデータ、（4）各顧客の意思決定者のアンケー
ト調査結果（サービスの重要度、満足度など含む）を契約状況の情報と結合させ、アップグ
レードを決定するに至る要因が調査された。具体的には、契約レベル（品質と価格）と企業
レベル（顧客満足と契約の重大性）の要因がアップグレード決定に及ぼす影響をあらわした
概念モデルが仮定され、2 項ロジット・モデルを用いて検証がおこなわれた（図表 3 参照）。
Bolton et al.（2008）はこの結果から以下の結論を導いている。
1）現行のサービス品質が悪いほど、顧客はサービス契約をアップグレードする。
一見すると直感に反するような結果であるが、ビジネス顧客がサプライヤーに対する評価
を総合的に見て判断していることに注意が必要である。企業レベルの要因を加味すると、サ
プライヤーに対する顧客の満足度が高い場合に、アップグレードをする傾向が強くなること
が示されている。それは、「サービス品質が不十分なのはニーズに合わない契約を結んでい
るから」と顧客が判断するためである、と推測できる。
2）現行サービスにより高い金額を支払う（すなわち、低い値引き率で購入している）企
業ほどアップグレードする。
この結果は、サービス価格の上昇に伴う価値の上昇（顧客のコストの上昇）を正当に評価
している企業は価格の上昇を公正と判断する、という先行研究の結果と整合性を持つ。
3）サプライヤーの企業レベルの評価、アップデートの意思決定に直接影響を及ぼす。
顧客満足の影響については確認されたが、重大性については確認されなかった。これは、
重大性を感じている企業は既にアップグレードを完了しているという、天井効果から説明が
つくと思われる。
4）高い満足度を持つ顧客は、品質の低さを楽観的に捉え、結果としてアップグレードに
結びつかない。
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5）価格と品質に対しては負の相互作用がある。
品質の高いサービスを受けている顧客は、価格に対して鈍感になる（その逆も真である）。
Bolton et al.（2008）の研究は、再購買の条件下におけるサービス契約のアップグレード問
題という、再購買状況を加味したモデルに発展させたという点で先駆的であると言える。但
し、Bolton et al.（2008）の研究は、航空、金融、映画産業などの消費者が、サービス契約を
アップグレードするメカニズムをモデル化した先行研究の積上げが基礎となっている。
図表 3：ビジネス顧客のアップグレード概念モデルおよび主要な検証結果
重大性
顧客満足
サービス品質
＝問題解決に要する時間
（契約レベルの顧客経験）
契約価格
（個々の契約に支払われた価格）
顧客の
アップグレード
決定
共変量：
 ・顧客シェア
 ・リレーションシップ継続時間
 ・値引き
 ・契約タイプ
.71**
企業レベルの顧客認識
-.592**
1.179*
-.103
-.241**
-.159
.429**
*p<.05, **p<.01
出典：Bolton et al.（2008）52 ページより一部修正
その上で、B-to-B 顧客について理論的に追究した研究が存在しないことにリサーチ・ギャ
ップを見出し、テーマ選定に至っている。このため、産業財リレーションシップ・マーケ
ティングの発展的な流れの中で発生した研究と言うよりも、むしろサービス・マーケティ
ング研究の潮流から派生した研究であると言えよう。こうした背景から、Bolton et al.
（2008）の研究を、例えば製造業の売り手と買い手の関係性の文脈で応用するには、拡張的
再購買に影響を及ぼす要因の構成概念やモデルの設計、拡張的再購買を定義する測定変数
の設計など、検討すべき課題が多い。また、Bolton et al.（2008）の研究は、ある一つの企
業の協力によって得られた契約や価格、オペレーション内容を含む膨大なデータを利用し
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ている点で優れている。だがその反面、同じサービス産業であっても他の企業や産業で再
現することには困難が伴う。つまり、産業財リレーションシップ・マーケティングの分野
で応用するためには、リサーチ・デザインの観点からも乗り越えなければならない課題点
が多い。しかしながら、再購買契約を前提条件として、拡張的再購買の有無を成果変数と
してロジット分析を用いた手法は十分参考となり得る。
4.　まとめと今後の課題
本稿では、産業財市場を取り巻く今日的な環境変化を加味し、戦略的視点から拡張的再購
買に注目する意義について述べた。そして、組織購買における再購買の特徴を整理し、売り
手企業が取りうる戦略オプションの視点から、拡張的再購買を「既存の買い手企業に対する
リレーションシップ・スコープないし、製品・サービスを拡張する」ことに関わる購買行動
として定義した。この観点から先行研究を分析した結果、拡張的再購買を明確に区別した実
証研究がほとんど見受けられないことがわかった。最後に、Bolton et al.（2008）による先駆
的研究を例示し、製品・サービスの拡張を成果変数として汎用的に応用する可能性と課題に
ついて論じた。
本研究を進めていく上で、以下に示す二つの課題が存在する。
一つ目の課題は、拡張の方向性を明確に区別することである。例えば、Bolton et 
al.（2008）はアップグレードをテーマとして扱ったが、戦略的なダウングレードを扱うこと
も検討しなければならない。すなわち上下方向への製品・サービスの拡張を含めて拡張的再
購買のメカニズムを解明しなければならない。さらに、売り手企業にとって「好ましい」拡
張と「好ましくない」拡張を、リレーションシップ戦略の成果にどのように反映し、評価測
定するのか、この観点からもリサーチ・デザインの設計を工夫する必要がある。二つ目の課
題は、売り手の行動様式を加味して、リレーションシップ戦略の成果に影響を及ぼす要因を
分析する必要があるという点である。例えば、製品・サービスの拡張を、売り手自ら積極的
に提案をする場合（Proactive way）と、買い手の要求により受動的に行う場合（Responsive 
way）とでは、戦略的行動の意味合いが異なり、成果にも影響を及ぼす可能性がある。
以上の点を踏まえて、企業の「拡張」行動についてさらに理解を深め、特に過去に研究が
なされていない製品分野で実証的研究を進めていく必要がある。
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